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　株主の皆さまには、日頃より多大なるご支援とご理解を賜り、厚く御礼申し上げます。
　第66期第２四半期（2021年４月１日～2021年９月30日）の事業概況についてご報
告申し上げます。
　当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、コロナ危機の落ち込みからの、緩
やかな回復基調が継続しているものの、一方では、断続的な緊急事態宣言による活動制
限、感染症の再拡大懸念、また世界経済回復に伴う原材料不足や資源価格の上昇などに
より、景気の先行きは、依然不透明な状況が続いております。
　このような経済状況下、当社グループにおきましては、感染防止対策を併行しつつ、
回復する需要に応じた供給体制の確保に努めてまいりました。
　給水装置事業におきましては、水道事業体が発注する配水管布設替工事への、着実な
当社製品の納入を確保しつつ、あわせて耐震性や施工性に優れた製品の提案活動に注力
いたしました。また、製品の主要原材料である銅の価格急騰の影響を、最小限に抑える
ため、生産活動の効率化などに努めてまいりました。
　住宅設備事業におきましては、販売チャネルの拡大を引き続き推進するとともに、空
調分野向け製品の販売展開、また連結子会社前澤リビング・ソリューションズ株式会社
との分担整理による営業活動の効率化などを進めてまいりました。
　これらの結果、当第２四半期連結累計期間における当社グループの業績は、売上高
140億42百万円（前年同期比4.7%増）、営業利益11億38百万円（同8.4％減）、経常利
益12億７百万円（同6.9%減）、親会社株主に帰属する四半期純利益７億85百万円（同
15.2%減）となりました。
　なお、中間配当金につきましては、期初計画どおり１株につき10円といたしました。
　引き続き当社グループは、「きれいな水」、「安全な水」、「おいしい水」をお届けする
ための給水装置の提供を通じ、社会から必要とされる企業として更なる飛躍と企業価値
向上のための努力を重ねてまいります。今後とも一層のご支援を賜りますようお願い申
し上げます。
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売上高 140億42百万円 前年同期比 4.7 ％

経常利益 12億7百万円 前年同期比 6.9 ％
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代表取締役社長

株主の皆さまへ T o  O u r  S h a r e h o l d e r s

連結財務ハイライト Conso l ida ted  F inanc ia l  H i gh l i gh t s

※当第１四半期連結会計期間の期首から収益認識会計基準等を適用し、会計処理方法を変更しております。
　そのため、2021年3月期の数値についても遡及適用して表示しております。
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「きれいな水」「安全な水」「おいしい水」をお届けすることが 私たちの使命です。
　私たちの生活になくてはならない水。その水をお届けするための水道用給水装置は、生活に欠かせない重要な ものです。前澤給装工業は給水
装置のトップメーカーとして、水道用給水装置から屋内給水給湯配管、暖房製品に至るまで、ライフラインに関わる 製品を高度な技術と、しなやかな
発想で創り出し、皆さまにご提供しております。

今期の主な活動
◆活動期間：2021年10月1日〜2022年2月28日　※重点活動期間は2021年11月１日〜2022年2月28日

1. ＜啓発活動1＞「STOP!ヒートショック」プロジェクト公式サイト発信強化
2. ＜啓発活動2＞  日本気象協会 天気予報専門メディアtenki.jp 内ヒートショック予報ページでの発信

公式ホームページのご案内：https://heatshock.jp/

わたしたちの製品 P roduc t s トピックス Top ics

株主の皆さまからの日頃のご支援に感謝するとともに、当社株式への投資の魅力を一層高め、より
多くの方々に当社株式を保有していただくことを目的として、株主優待制度を実施しております。
2022年3月31日を基準日とする株主優待制度より、以下のとおり実施いたします。

前澤リビング・ソリューションズ株式会社は、2020年3月より当社グループの一員となった、温水
式床暖房システムのメーカーです。同社は、この度「STOP!ヒートショック®」プロジェクト（幹事
企業：東京ガス株式会社）に、協賛企業として参画いたしました。「ヒートショック」とは、暖かい
部屋から寒い部屋への移動などの温度の急な変化が、体に与えるショックのことです。近年、ヒート
ショックによる死亡事故の増加は社会問題化されています。本プロジェクトは「ヒートショック」に
関する正しい理解と対策方法を社会に広め、一人でも多くの方にリスクを回避いただけるように、企
業協働で推進する啓発活動です。前澤リビング・ソリューションズ株式会社は、足元から部屋全体を
均一にやさしく暖め、温度のバリアフリー化を実現する温水式床暖房の普及に努め、皆さまが健康で
安心して快適に過ごしていただけるよう、活動しています。

株主優待のお知らせ

前澤リビング・ソリューションズ
「STOP!ヒートショック®」プロジェクトに参画

※写真はイメージです。デザインは変更になる場合があります。

保有株式数 継続保有期間 株主優待内容 ※贈呈時期
100株以上1,000株未満

定め無し
クオカード500円分

毎年6月予定
1,000株以上 クオカード1,000円分

※毎年6月開催の定時株主総会終了後に発送する配当金計算書に同封することを予定しております。

保有株式数 ※継続保有期間 株主優待内容 ※贈呈時期
200株以上2,000株未満

1年以上
新潟県魚沼産新米こしひかり3Kg

毎年11月予定
2,000株以上 新潟県魚沼産新米こしひかり5Kg

※‌�毎年3月末及び9月末の株主名簿に同一株主番号で各保有株式区分以上の株式を保有していることが
3回連続して記載または記録された株主さまが対象となります。

※‌�保有期間中に株式の名義人が変更となった場合（証券口座の変更や貸株サービスを
利用された場合など）株主番号が変更になる可能性がありますのでご注意ください。
株主番号の変更の有無については、株式をお預けの証券会社にお問い合わせください。
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連結財務諸表（要旨） Conso l ida ted  F inanc ia l  S ta tements

●四半期連結損益計算書 （単位：百万円）
期別

科目
前第2四半期
2020年4月 1 日から（2020年9月30日まで）

当第2四半期
2021年4月 1 日から（2021年9月30日まで）

売 上 高 13,409 14,042
売 上 原 価 9,044 9,871
売 上 総 利 益 4,365 4,170
販売費及び一般管理費 3,122 3,031
営 業 利 益 1,242 1,138
営 業 外 収 益 58 72
営 業 外 費 用 4 3
経 常 利 益 1,297 1,207
特 別 利 益 64 1
特 別 損 失 5 14
税金等調整前四半期純利益 1,356 1,194
法 人 税 等 合 計 430 409
四 半 期 純 利 益 926 785
親会社株主に帰属する四半期純利益 926 785

●四半期連結貸借対照表 （単位：百万円）
期別

科目
前期

（2021年3月31日現在）
当第2四半期

（2021年9月30日現在）

資　産　の　部
流　動　資　産 29,794 31,344
固　定　資　産 14,210 14,146
　有形固定資産 7,602 7,530
　無形固定資産 763 742
　投資その他の資産 5,844 5,873
資 　 産 　 合 　 計 44,004 45,490

負　債　の　部
流　動　負　債 6,709 7,088
固　定　負　債 883 1,004
負 　 債 　 合 　 計 7,592 8,093

純 資 産 の 部
株　主　資　本 35,136 35,589
　資本金 3,358 3,358
　資本剰余金 3,711 3,711
　利益剰余金 28,654 29,152
　自己株式 △587 △632
その他の包括利益累計額 1,275 1,807
　その他有価証券評価差額金 1,202 1,606
　為替換算調整勘定 93 208
　退職給付に係る調整累計額 △20 △7
純 資 産 合 計 36,412 37,397
負 債 ・ 純 資 産 合 計 44,004 45,490

●四半期連結キャッシュ・フロー計算書 （単位：百万円）
期別

科目
前第2四半期
2020年4月 1 日から（2020年9月30日まで）

当第2四半期
2021年4月 1 日から（2021年9月30日まで）

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,435 692
投資活動によるキャッシュ・フロー △559 24
財務活動によるキャッシュ・フロー △474 △338
現金及び現金同等物に係る換算差額 △12 25
現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 388 403
現金及び現金同等物の期首残高 12,069 13,348
現金及び現金同等物の四半期末残高 12,458 13,752

給水装置
事業

給水装置事業におきましては、コロナ
前の水準には及ばないものの、底堅い
配水管布設替工事の需要や住宅需要の
持ち直しなどを受けて、売上高は前年
同期比4.6％増の81億86百万円となり
ました。セグメント利益は、主要原材
料である銅の価格が、前年同期を大幅
に上回って推移したことなどから、調
達コストの上昇により、前年同期比
7.1％減の22億48百万円となりました。

売上高 前年同期比

2021年
3月期

2022年
3月期

2,420 2,248

7,830 8,186

81億86百万円 ＞＞＞ 4.6％増

セグメント利益 前年同期比

22億48百万円 ＞＞＞ 7.1％減

住宅設備
事業

住宅設備事業におきましては、新設住
宅着工戸数の回復に伴い、給水・給湯
配管システム関連部材等の販売が増加
したことから、売上高は前年同期比
20.1％増の64億80百万円となりまし
た。セグメント利益は、前年同期比
3.7％減の9億96百万円となりました。

売上高 前年同期比

2021年
3月期

2022年
3月期

1,034 996

5,394
6,480

64億80百万円 ＞＞＞ 20.1％増

セグメント利益 前年同期比

9億96百万円 ＞＞＞ 3.7％減

商品販売
事業

商品販売事業におきましては、樹脂商
品の販売が増加したことから、売上高
は前年同期比16.8％増の11億72百万
円、セグメント利益は、前年同期比
37.3%増の68百万円となりました。

売上高 前年同期比

2021年
3月期

2022年
3月期

49 68

1,004
1,172

11億72百万円 ＞＞＞ 16.8％増

セグメント利益 前年同期比

68百万円 ＞＞＞ 37.3％増

（百万円）■■■ 売上高　■■■ セグメント損益

事業別の概況 Bus iness  Ove rv iew



会社・株式情報（2021年9月30日現在） Corpora te  P ro f i l e

会社概要
商 号 前澤給装工業株式会社
本 社 東京都目黒区鷹番二丁目14番4号
資 本 金 33億5,890万円
創 業 1937年7月15日
設 立 1957年1月23日
従 業 員 数 487名（連結）　369名（単体）

当社グループ
連結子会社
　  QSOインダストリアル株式会社
　  前澤給装（南昌）有限公司
　  前澤リビング・ソリューションズ株式会社

大株主
株　主　名 持株数

（千株）
持株比率
（％）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,882 8.43
前 澤 工 業 株 式 会 社 1,248 5.59
前 澤 化 成 工 業 株 式 会 社 1,248 5.59
株式会社日本カストディ銀行（信託口） 883 3.96
日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 732 3.28
前 澤 給 装 工 業 従 業 員 持 株 会 680 3.05
重 田 康 光 673 3.02
株 式 会 社 り そ な 銀 行 640 2.87
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 640 2.87
第 一 生 命 保 険 株 式 会 社 576 2.58

（注）1．‌�当社は自己株式678,088株を保有しておりますが、上記大株主か
ら除いております。

 　　2．‌�持株比率は自己株式を控除して計算しております。

株主メモ
事 業 年 度 4月1日から翌年3月31日まで
定 時 株 主 総 会 毎年　6月
配 当 金 受 領
株 主 確 定 日

期末配当金　3月31日
中間配当金　9月30日

株 主 名 簿 管 理 人
特別口座管理機関 三菱UFJ信託銀行株式会社

同 連 絡 先 東京都府中市日鋼町1-1
電話0120-232-711（通話料無料）

郵 送 先 〒137-8081　新東京郵便局私書箱第29号
三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

単 元 株 式 数 100株

公 告 方 法
電子公告の方法により行います。
ただし、電子公告によることができない
事故その他やむを得ない事由が生じた場
合は、日本経済新聞に掲載して行います。

公 告 掲 載 U R L https://www.qso.co.jp/
（ご注意）
・株主様の住所変更、単元未満株式の買取請求、配当金の振込指定その他各

種お手続きにつきましては、お取引口座のある証券会社にお問い合わせく
ださい。

・特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、上記特
別口座管理機関（三菱UFJ信託銀行）にお問い合わせください。

・未受領の配当金につきましては、三菱UFJ信託銀行本支店でお支払いいた
します。

（1）発行可能株式総数 92,000,000株
（2）発行済株式の総数 23,000,000株

（自己株式　678,088株を含む）
（3）株主数 7,492名

株式の状況

金融機関
28.4％

金融商品取引業者
1.0％

その他の法人
27.8％

個人・その他
31.1％

外国法人等
11.7％  

所有者別
株式分布状況

（注）‌�所有者別株式分布状況は、自己株式（678,088株）を控除して計算し
ております。

自己株式の取得について
2021年８月５日開催の取締役会において、資本
効率の向上と株主還元の拡充を図るため、自己株
式の取得を市場買付けにより、2021年8月23日
から2021年12月23日にかけて、取得価額総額
200百万円または24万株を上限に、実施するこ
とを決定いたしました。
2021年9月30日現在で、52千株、総額55百万円
を取得いたしました。
これにより、9月末時点の自己株式の保有株式数
は、678,088株となります。

役員
代表取締役社長 谷 合 祐 一
常 務 取 締 役 村 田 秀 明
取 締 役 杉 本 博 司
取 締 役 谷 　 口 　 陽 一 郎
社 外 取 締 役 吉 川 彰 宏
社 外 取 締 役 飯 島 康 夫
常 勤 監 査 役 檀 原 由 樹
社 外 監 査 役 菅 納 敏 恭
社 外 監 査 役 金 森 　 亨


